
 

 

地域密着型サービス事業所整備 

運営事業者募集要項 
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１ 募集の趣旨 

四街道市（以下「本市」という。）では、「四街道市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業

計画 第９期計画（計画期間：令和６～８年度）」（以下「市介護保険事業計画」という。）に

基づき、介護保険サービスに係る基盤整備を進めています。 

令和８年度に整備を行う事業所の設置及び運営を行う事業者（以下「事業候補者」という。）

を選定するため、本募集要項を定めます。 

 

２ 募集するサービスの種別と日常生活圏域 

サービスの種類 
事業所数 

（ ）は定員 
日常生活圏域 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １ 南地区 

小規模多機能型居宅介護 
１ 

（29人） 
北地区もしくは千代田地区 

※日常生活圏域の「北地区」は四街道北中・四街道西中学校区、「南地区」は四街道中・

旭中学校区、千代田地区は千代田中学校区です（別紙１参照）。 

※サービスの種類によって、老人福祉法（昭和 38年法律第 133号）、社会福祉法（昭和

26 年法律第 45 号）、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号）

などに基づく届出、許可、登録などが必要です。 

 

３ 応募事業者の資格要件 

応募事業者は、以下の資格要件を全て満たすことが必要です。 

（１）事業主体は法人格を既に有していること。 

（２）介護保険法（平成９年法律第 123号）に規定する指定地域密着型サービス事業者の指

定要件を満たしていること。 

（３）消費税、地方消費税、法人税、法人市民税、所得税の額に滞納がなく、過去２年間に

おいて滞納処分を受けたことがない者。 

（４）地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の２第 11項の規定による指定の取消

しを受けたことがない者。また、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条

の４第１項の規定に該当しない者。 

（５）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続き開始の申立て及び民事再

生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続き開始の申立てをしていない者。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人並びに同条第６号に掲げ

る暴力団員が当該団体の役員をしている法人でないこと。 

 

 



４ 募集概要 

（１）募集地域（事業所整備予定地） 

防災及び利用者の生活環境を考慮し、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、

土砂災害警戒区域及び洪水浸水想定区域は除きます。 

また、農地法、都市計画法等による土地利用に関する規制や、埋蔵文化財の有無等につ

いて、応募前に関係機関・部局と十分に調整してください。特に、事業所整備予定地が市

街化調整区域内にある場合は、施設整備の可否について開発行為担当と調整してくださ

い。 

（２）事業運営について 

事業所の建設及び運営について、次の点に配慮していただくようお願いします。 

・雨水の利用、屋上緑化、太陽熱（光）利用など環境への配慮 

・緑地の確保 

・路上駐車等を防ぐため十分な駐車スペースの確保 

・敷地内への防犯灯の設置 

・施設の建設及び運営に対する近隣の理解と地域との連携 

・地域の産業振興や雇用促進への配慮 

・良好な都市景観の形成への協力 

・ごみの減量及びリサイクルへの配慮 

 

５ 応募要件 

（１）四街道市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成 25年３月 28日条例第９号）及び関係法令等の基準を満たしていること。 

（２）自己で調達した資金により施設整備及び運営ができること。千葉県介護施設等整備事

業補助金が交付される範囲内での補助を予定していますが、現時点で補助金の採択を

保証するものではありません。 

（３）事業所整備のための土地及び建物について「所有権を有する」、「取得が見込まれる」、

「長期の賃貸借が可能である」のいずれかであること。 

（４）事業候補者として選定された後、速やかに事業に着手できること（補助金を活用する

場合は、補助金内示後の着手となるため留意すること。）。 

（５）補助金を希望する場合は、補助対象事業としての条件を遵守できること。 

（６）令和８年度中に事業整備を完了し、令和９年４月１日までに開設すること。 

（７）応募前に説明会等を開催し、近隣住民、区・自治会等に対し、十分な説明を行い、区

長若しくは自治会長の同意書を取得すること。また、説明の際は、現時点では応募段階

であり、事業所整備が決定したものではないことについて説明し、審査結果決定後にも

あらためて経過報告を行うなど、丁寧な説明を行うこと。 

 

 



（８）優れた事業計画の提案と、選定された事業計画を確実に実行していただくため、１応

募事業者につき１計画に限ります。 

（９）確実な事業実施と事業所運営を行うために、介護事業に対する知識と経験を有すると

ともに、十分な経営基盤を有すること。 

（10）開設スケジュールについて、市介護保険事業計画の趣旨に賛同し、円滑なサービス提

供を図るため、必要な調整に応じる準備があること。 

（11）その他、関係法令を順守すること。 

（12）事業の存続に支障となるような抵当権等がないこと。 

 

６ 事業候補者選定等の手続きについて 

（１）要項等の配布 

市ホームページ（http://www.city.yotsukaido.chiba.jp［トップページ］＞市政情報

＞事業者向け＞募集＞地域密着型サービス事業所整備運営事業者の募集）にて配布しま

す。必要な様式等をダウンロードしてください。 

（２）本募集要項等に関する質疑応答 

応募事業者等からの電話による個別の問い合わせには、回答しません。 

本募集要項等に関する質問は、令和７年８月８日（金）17 時までに別紙２「事業者募

集に係る質問書」により、電子メールで高齢者支援課（ykorei@city.yotsukaido.chiba.jp）

に提出してください。 

質問書の内容については、令和７年８月 15日（金）17時までに、質問と回答内容を市

ホームページへ掲載します。 

ただし、質問の内容が審査に支障をきたす可能性がある場合等は、回答しない場合があ

ります。 

（３）事前申出書の提出 

応募を予定している事業者は、別紙３「事前申出書」を以下のとおり提出してください。 

なお、事前申出書の提出は、本市が応募を予定している事業者の状況を把握するために

求めるものであり、提出後、本市から問い合わせをする場合があります。 

① 提出期限 

令和７年９月 12日（金）17時まで 

② 提出方法 

電子メールで、四街道市福祉サービス部高齢者支援課に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

http://www.city.yotsukaido.chiba.jp［トップ


（４）応募書類の提出 

応募事業者は必要書類を添えて、以下のとおり提出してください。 

① 事前確認期間 

書類の不足や内容の不備がないかを事前に市担当者と確認します。 

令和７年 10 月１日（水）から令和７年 10 月 21 日（火）まで 

※土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前９時から午後３時まで 

※事前に提出日時を電話で予約してください。 

※応募書類１式を１部お持ちください。 

② 提出期間 

令和７年 10 月 24 日（金）から令和７年 10 月 31 日（金）まで 

※土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前９時から午後４時まで 

※事前に提出日時を電話で予約してください。 

③ 提出場所及び提出方法 

四街道市福祉サービス部高齢者支援課（四街道市役所本館１階４番窓口）へお持ちく

ださい。 

※郵送による受付は行いません。 

（５）提出書類の調製方法 

 ① 別紙４「提出書類一覧」に記載の書類を作成してください。 

② 提出部数は、16部（正本１部、副本 15部）です。 

※副本は正本の写しとしてください。 

③ 書類サイズ 

（ア）図面を除く書類は、Ａ４判で作成してください。 

（イ）図面は、Ａ３判（Ａ４サイズに折り込んで（Z折り））で作成してください。 

④ 応募書類の正本に、契約書類等の原本の写しを提出する場合は、必ず代表者名で原本

証明をしてください。 

 【例】 

 

 

 

 

⑤ 書類は別添「提出書類一覧」の順に、Ａ４判のファイルに綴ってください。 

⑥ 書類と書類の区切りを明確にするため、書類番号又は書類名等を表示したインデッ

クスを付けた仕切紙を併せて綴ってください。 

⑦ 表紙、背表紙及び仕切紙を除き、通しページを付してください。 

⑧ 表紙と背表紙に「介護事業所整備要望書」の旨と「法人名」を記載してください。 

 

 

この写しは原本と相違ありません。 

令和  年  月  日 

法人名 ○○○○ 

代表者 ○○ ○○ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）応募に際しての留意事項 

① 提出後に応募事業者の都合による追加・修正は認めません。ただし、必要に応じて市

から追加書類の提出を求める場合があります。 

② 書類作成や入手等に係る費用等、応募に係る費用はすべて応募事業者の負担です。 

③ 提出書類は、受理前・受理後いずれの場合も、理由の如何に関わらず返却できません

のでご了承ください。 

④ 応募にあたって提出した整備計画の内容について、事業候補者の決定後に変更する

ことは、原則認めません。内容を十分精査のうえ、応募してください。 

（７）応募の辞退 

書類提出後に応募を辞退する場合は、速やかに辞退届を四街道市福祉サービス部高齢

者支援課へ提出してください（書式任意）。 

また、事前申出書を提出した場合であっても、提出期限までに必要書類等の提出がなか

った場合は、応募を辞退したものとして取り扱います。 

（８）事業候補者の選定 

① 書類審査及びヒヤリング 

応募事業者から提出された応募書類の内容について、書類審査を行います。 

また、応募事業者に対して、四街道市地域密着型サービス事業所の整備に係る事業候

補者選定審査会（以下「選定審査会」という。）によるヒヤリングを実施します。（ヒヤ

リングの実施方法等の詳細については、提出期限後、応募事業者に対して別途通知しま

す。）ヒヤリングに出席可能な人数は３名までとする予定ですので、準備をお願いしま

す。 

② 書類審査及びヒヤリングの評価 

選定審査会は、書類審査及びヒヤリングに基づく評価を行い、応募事業者全員に順位

を付します。 

  

 

書類に応じたインデックス  背表紙は縦書き      表紙は横書き 
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③ 四街道市地域包括支援センター運営等協議会への報告及び意見聴取 

  選定審査会が行った書類審査及びヒヤリングに基づく評価について、四街道市地域

包括支援センター運営等協議会へ評価結果を報告し、意見を聴取します。 

④ 事業候補者の選定 

事業候補者の選定は、書類審査及びヒヤリングに基づく評価、並びに当該協議会の意

見を踏まえて市長が行います。 

⑤ 選定結果 

選定結果については、選定後速やかに、全ての応募事業者に対して文書で通知します

（電話等による問い合わせには応じません。）。 

また、やむを得ない事由により辞退又は選定取消となった場合には、繰り上げにより

第２順位の応募事業者にその旨を通知し、選定を受ける意思があるか確認します。（当

初の選定から相当の期間が経過した場合、繰り上げは行いません。） 

⑥ 事業者の公表 

応募の状況、選定された事業候補者の事業者名及び計画概要は市ホームページで公

表します（選定された事業候補者以外の応募事業者名等については公表しません。）。 

なお、選定経過については、四街道市情報公開条例第８条第１項第５号の規定により

非公開とします。 

 

７ 整備に係る補助金 

千葉県介護施設等整備事業補助金を活用した補助を予定しており、同補助金が交付さ

れる範囲内で補助を行います。 

 

８ 応募等スケジュール 

内容 日程 

公募開始 令和７年７月７日（月） 

質問受付期限 令和７年８月８日（金） 

質問への回答 令和７年８月 15日（金） 

事前申出書提出期限 令和７年９月 12日（金） 

応募書類提出期限 令和７年 10 月 31 日（金） 

審査（ヒヤリング） 令和７年 11月頃 

四街道市地域包括支援センター運営等

協議会への報告及び意見聴取 

令和７年 12月頃 

事業候補者決定 決定後速やかに通知 

千葉県補助金協議 令和８年３月～４月 

千葉県補助金内示 令和８年６月～７月頃 

※千葉県からの内示後に入札公告等の手続きに着

手してください。 

事業整備完了 令和９年３月末まで 

※令和８年度内に工事が完了できない場合は、

補助金の交付が受けられない場合があります

のでご注意ください。 



９ その他 

（１）要望書の提出にあたっては、本紙及び千葉県介護施設等整備事業補助金交付金実施要

綱並びに交付要綱に基づいて計画及び準備を進めてください。また、この要項に定める

もののほか、必要な事項について別途指示する場合がありますので、その指示に従って

ください。 

（２）本事業に対して四街道市が単独で補助することはありません。 

（３）以下に該当する場合は、審査結果を取り消すことがあります。また、そのことに伴い

事業者やその関係者に損害等が生じた場合であっても、市はいかなる責任も負いませ

ん。 

・整備条件を欠くと認められた場合 

・要望書の提出に際し、虚偽又は不正等が明らかになった場合 

・法令違反の場合など整備計画の実施が不可能であると認められた場合 

・地域住民等の同意が得られず、事業所整備や整備後の運営に支障をきたす恐れがある

と認められた場合 

 

10 問い合わせ先 

四街道市役所 福祉サービス部 高齢者支援課 賦課給付係 

電話番号 043－420－7522（直通） 

電子メール ykorei@city.yotsukaido.chiba.jp 


